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Ⅰ 調査概要 

 

１．調査の目的 

土地に対する国民の意識は、所有にこだわらず目的に応じて賃貸を活用する

など、選択の幅が広がっている。このような中、契約の期間満了後確実に土地

が返還され、事業の初期投資コストが低い定期借地権は、土地の有効活用を促

進する土地活用手法の一つである。地方公共団体等公的主体においても、定期

借地権により未利用土地を有効活用し、地域の活性化や都市再生に繋がるよう

な取組が多く見られる。 

このようなことから、定期借地権のより円滑な活用のための基礎資料として、

定期借地権の活用の状況を把握することが重要である。このため、公的主体に

おける定期借地権の活用実態について、調査・整理するものである。 

 

２．調査の手法 

公的主体にアンケート調査票を郵送し、回答された調査票について集計を行

った。 

 

３．集計結果に対する留意点 

（１）調査対象時期 

平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日までに、当該土地において

住宅の販売又は入居者募集を開始し、或いは施設をオープンした事例を対象に

している。 

 

（２）調査対象団体（公的主体） 

１） 地方公共団体（全国の都道府県、市（含特別区）町村） 

２） 地方住宅供給公社等（全国住宅供給公社等連合会の正会員及び準正会員） 

３） 土地開発公社（都道府県及び政令指定都市の管下のみ） 

４） 独立行政法人都市再生機構 

 

（３）調査対象事例 

調査対象事例となる活用事例とは、以下の事例とします。 

１） 定期借地権を活用して公有地を民間事業者等に貸し付ける事例 

２） 定期借地権を活用して民有地等を公的主体が借地し、公的施設を整備す

る事例（ＰＦＩを含む） 

 

（４）重複の排除 

   公的主体による住宅、施設等の新規供給実績については、公的主体が土地を

所有しつつ他の公的主体に貸し付けたもの（公有地を公社等に貸し付けた場合
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など）は、同一事例について双方から、貸し付けた場合、借地した場合として

回答されるため、重複を排除し、このような回答については土地を貸し付けた

公的主体の供給実績として計上した。 

 

（５）販売単位 

供給された住宅の属性については、販売単位（同一の建売住宅又はマンショ

ン等で同時に販売又は入居者募集がされた住宅群）毎に把握しているため、基

本的な属性分析は販売単位を用いて行い、必要な場合に限り戸数換算して行っ

た。 

 

（６）プロジェクト 

施設の属性については、プロジェクトを単位として集計した。１プロジェク

トに複数の用途がある場合、主要なもの（床面積が最大の用途）をそのプロジ

ェクトの用途とした。 

なお、施設の供給数については用途別に実数を計上した。 

 

（７）地域別カテゴリー 

首都圏：茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

中部圏：静岡県、愛知県、三重県、岐阜県 

近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

その他：その他の道県 

 

４．調査票の配布回答状況 

アンケート調査は全国の公的主体2,566団体に対して調査票を発送して実施

した。回答は 1,581 団体からあり、回答率は 61.6％であった。その内訳は次頁

のとおりである。 
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表 1 回答状況 

  
調査対象 

団体数 
回答団体数 回答率 

活用事例の 

あった団体数 

全体 2,566 1,581 61.6% 62  

  計 1,788 1,245 69.6% 51  

地
方
公
共
団
体 

都道府県 47 47 100.0% 6  

市（含特別区） 813 652 80.2% 40  

町 745 455 61.1% 5  

村 183 91 49.7% 0  

公社等 778 336 43.2% 11  

 

 
      

表 2 「活用事例有」と回答した団体の地域別状況 

    合計 首都圏 中部圏 近畿圏 その他 

全体 
62 17 11 6 28 

100.0% 27.4% 17.7% 9.7% 45.2% 

地
方
公
共
団
体 

計 
51 13 10 6 22 

100.0% 25.5% 19.6% 11.8% 43.1% 

都道府県 
6 0 1 1 4 

100.0% 0.0% 16.7% 16.7% 66.7% 

市（含特別

区） 

40 13 7 5 15 

100.0% 32.5% 17.5% 12.5% 37.5% 

町 
5 0 2 0 3 

100.0% 0.0% 40.0% 0.0% 60.0% 

村 
0 0 0 0 0 

- - - - - 

公社等 
11 4 1 0 6 

100.0% 36.4% 9.1% 0.0% 54.5% 
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Ⅱ 調査結果のポイント 

 

１. 土地の貸付・借用状況 

平成 27 年に定期借地権の活用実績があったのは全国で 62 団体、うち土地の

貸付のみ行っているのが 56 団体、土地の借用のみ行っているのが 5 団体、土

地の貸付、借用ともに行っているのが 1 団体となっている。 

 
表 3 平成 27 年 土地の貸付・借用状況（上段：団体数、下段：％） 

合計 土地の貸付のみ 土地の借用のみ 土地を貸付かつ借用 

62 56 5 １ 

100.0% 90.3% 8.1% 1.6% 

 

 

 

 

２. 建物用途別の供給状況 

平成 27 年に供給された定期借地権付住宅は 183 戸、その内 34 戸が一戸建

持家で、分譲マンションは 78 戸、賃貸マンション・アパートは 71 戸となって

いる。このうち、賃貸マンション・アパートでは、復興公営住宅によるもの（仙

台市）が見られる。 
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平成 27 年の定期借地権付の施設は 99 施設が新たに供給されている。用途別

に見ると、平成 27 年は「医療福祉」が 40 施設、「小売」が 23 施設と多く、「工

場等」16、「オフィス」4、「教育」が 2、「その他」13（無回答 1）となってい

る。「飲食」、「庁舎」はなかった。 

 

 

注: 平成２０年と２１年は貸付件数のみ。平成２１年以前は内訳が全てを特定できないため、合計値のみ表示。 

 

 

３. 地域別の供給状況 

平成 27 年において、定期借地権付住宅では、分譲マンション（78 戸）が首

都圏で全て供給されている。一戸建住宅（34 戸）、および賃貸マンション・ア

パート（71 戸）は三大都市圏以外のその他の地域で全て供給されている。 

施設（99施設）については、首都圏が 34施設、中部圏が 14 施設、近畿圏で

は 24 施設となっている。その他の地域では 27施設が供給されている。 
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４. 借地権の種類 

平成 27 年において、定期借地権付住宅は、8 件全て一般定期借地権となっ

ている。定期借地権付施設では、一般定期借地権が 15 プロジェクト、事業用

定期借地権が 83 プロジェクトとなっており、事業用定期借地権が圧倒的に多

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 借地期間 

定期借地権付住宅の一戸建持家（土地貸付の場合）の平均借地期間は 51 年

5 ヶ月（最長で 52 年）。 

土地を貸し付けている施設の場合、事業用定期借地権の平均借地期間は 25

年 3 ヶ月（最長 49 年 11 ヶ月）、一般定期借地権では 51 年 7 ヶ月（最長 60 年

0 ヶ月）となっている。また、土地を借用している場合は事業用定期借地権で

20 年 1 ヶ月（最長 30 年 0 ヶ月）、一般定期借地権は実績がなかった。 
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Ⅲ　調査結果

表4　年次別の住宅供給状況（戸）

合　計 23,607 100.0% 12,289 52.1% 2,017 8.5% 9,301 39.4%

平成５年 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

平成６年 300 100.0% 300 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

平成７年 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

平成８年 119 100.0% 70 58.8% 0 0.0% 49 41.2%

平成９年 237 100.0% 173 73.0% 40 16.9% 24 10.1%

平成１０年 863 100.0% 606 70.2% 212 24.6% 45 5.2%

平成１１年 1,837 100.0% 1,310 71.3% 392 21.3% 135 7.3%

平成１２年 2,296 100.0% 1,931 84.1% 292 12.7% 73 3.2%

平成１３年 1,824 100.0% 1,632 89.5% 192 10.5% 0 0.0%

平成１４年 2,095 100.0% 1,996 95.3% 53 2.5% 46 2.2%

平成１５年 1,657 100.0% 1,528 92.2% 129 7.8% 0 0.0%

平成１６年 1,189 100.0% 629 52.9% 303 25.5% 257 21.6%

平成１７年 1,562 100.0% 371 23.8% 52 3.3% 1,139 72.9%

平成１８年 721 100.0% 174 24.1% 0 0.0% 547 75.9%

平成１９年 2,610 100.0% 286 11.0% 0 0.0% 2,324 89.0%

平成２０年 3,622 100.0% 7 0.2% 235 6.5% 3,380 93.3%

平成２１年 812 100.0% 290 35.7% 39 4.8% 483 59.5%

平成２２年 563 100.0% 272 48.3% 0 0.0% 291 51.7%

平成２３年 66 100.0% 66 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

平成２４年 176 100.0% 92 52.3% 0 0.0% 84 47.7%

平成２５年 583 100.0% 368 63.1% 0 0.0% 215 36.9%

平成２６年 292 100.0% 154 52.7% 0 0.0% 138 47.3%

平成２７年 183 100.0% 34 18.6% 78 42.6% 71 38.8%

注：アンケート調査のため、実際に回答した団体は年により異なる

賃貸

１．定期借地権付住宅・施設の供給状況

（１）住宅の供給状況

一戸建て 分譲マンション
持家

合計

7



表5　地域別の住宅供給量（上段：販売単位数、下段：％） （件）

注：土地を貸付けている場合と借用している場合の合計
　  ※首都圏の一戸建ての実績は島しょ部を含む

表6　地域別の住宅供給量（上段：戸数、下段：％） （戸）

注：土地を貸付けている場合と借用している場合の合計

　  ※首都圏の一戸建ての実績は島しょ部を含む

その他の地域

三
大
都
市
圏

2

28.6%

全体
34

71.4%

全体

首都圏

中部圏
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25.0%

100.0%

0

－
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0

－

0
近畿圏
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183
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合計 一戸建て 分譲マンション
賃貸マンション
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－
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0.0%
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－
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－
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－
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（２）住宅以外の供給状況

表7　住宅以外の施設の供給状況（上段：施設数、下段：％）

合　計
平成
16年
まで

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

供給
時期
不明

全　　体 1,633 425 115 117 181 148 107 55 55 109 95 122 99 5
100% 26.0% 7.0% 7.2% 11.1% 9.1% 6.6% 3.4% 3.4% 6.7% 5.8% 7.5% 6.1% 0.3%

注：平成２０年と２１年は貸付件数のみ。借受件数は含まない。
注：アンケート調査のため、実際に回答した団体は年により異なる

表8　地域別供給量（上段：プロジェクト数、下段：％）

注：土地を貸付けている場合と借用している場合の合計

表9　地域別供給量（上段：施設数、下段：％）

注：土地を貸付けている場合と借用している場合の合計

99
100.0%

全体

三
大
都
市
圏

27

34.3%

27.3%

98
100.0%

34
34.7%

13
13.3%

24
24.5%

14
14.1%

24
24.2%

27
27.6%

34

全体

三
大
都
市
圏

首都圏

中部圏

近畿圏

その他の地域

その他の地域

中部圏

近畿圏

首都圏
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２．定期借地権付住宅の供給実態

（１）一戸建

（１）－１　一戸建　（土地を貸している場合）

①　権利の種類

表１0　権利の種類　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 地上権 賃借権 無回答

5 0 5 0

100.0% 0.0% 100.0% －

16 0 16 0

100.0% 0.0% 100.0% －

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

②借地権の種類　

表11　借地権の種類　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
一般定期
借地権

建物譲渡
特約付
借地権

無回答

5 5 0 0

100.0% 0.0% －

16 12 4 0

75.0% 25.0% －

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

③従前の土地の用途

表12　従前の土地の用途　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 住宅用地 学校用地
その他の
公共公益

施設
農地 空地 その他 無回答

5 0 0 0 3 0 2 0

0.0% 0.0% 0.0% 60.0% 0.0% 40.0% －

18 2 0 0 9 2 5 0

11.1% 0.0% 0.0% 50.0% 11.1% 27.8% －

注：下段の％は無回答を除いた数値である。
注：複数回答あり

④事業の方式

表13　事業の方式　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 代理 転売 転貸 直営 その他 無回答

5 0 0 0 5 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% －

16 0 0 0 15 1 0

0.0% 0.0% 0.0% 93.8% 6.3% －

注：下段の％は無回答を除いた数値である。
注：複数回答あり

平成２７年

平成２６年

平成２７年

平成２６年

平成２７年

平成２７年

平成２６年

平成２６年

10



⑤建築の方式　

表14　建築の方式　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
建築

条件付
（請負）

建売 その他 無回答

5 0 3 2 0

0.0% 60.0% 40.0% －

16 0 3 13 0

0.0% 18.8% 81.3% －

注：下段の％は無回答を除いた数値である。
注：複数回答あり

⑥敷地面積

表15　敷地面積　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
100㎡
未満

100～120
㎡未満

120～160
㎡未満

160～200
㎡未満

200～250
㎡未満

250～300
㎡未満

300㎡以上 無回答
平均
(㎡)

5 0 0 0 0 1 1 3 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 20.0% 60.0% －

16 0 0 0 0 2 3 11 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 12.5% 18.8% 68.8% －

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑦延床面積

表16　延床面積　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
100㎡
未満

100～125
㎡未満

125～150
㎡未満

150㎡
以上

無回答
平均
（㎡）

5 0 2 0 1 2

0.0% 66.7% 0.0% 33.3% －

16 1 3 0 0 12

25.0% 75.0% 0.0% 0.0% －

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑧借地期間　

表17　借地期間　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 50年
50年超

51年未満
51年

51年超
60年未満

60年超 無回答 平均 最長

5 0 0 3 2 0 0

0.0% 0.0% 60.0% 40.0% 0.0% －

16 2 0 3 11 0 0

12.5% 0.0% 18.8% 68.8% 0.0% －

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑨一時金

表18　一時金の種類　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
保証金
（敷金）

権利金 前払賃料 一時金無し 無回答

5 5 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% －

16 4 0 0 12 0

25.0% 0.0% 0.0% 75.0% －

注：件数及び％は無回答を除いた数値である。

注：複数回答

297.1

平成２６年

平成２７年 123.1

309.6

平成２６年

平成２６年

平成２７年

平成２７年

52年
51年
7ヶ月

51年
5ヶ月

52年

95.7

平成２６年

平成２７年

平成２６年

平成２７年
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表19　土地の価格別保証金　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
 250万円

未満

 250～
 500万円

未満

 500～
1000万円

未満

1000～
1500万円

未満

1500～
2000万円

未満

2000万円
以上

無回答
平均

（万円）

471 112 165 125 36 9 12 12 530.9

24.4% 35.9% 27.2% 7.8% 2.0% 2.6%

5 4 1 0 0 0 0 0 210.8

80.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 ―

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 ―

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2 2 0 0 0 0 0 0 ―

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3 2 1 0 0 0 0 0 ―

66.7% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 ―

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 ―

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 ―

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：土地の価格（実勢価格又は相続税路線価・固定資産税評価額より推計した相当価格）は万円/㎡

⑩地代
表20　土地の価格別月額地代　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
20,000円

未満

20,000～
25,000円

未満

25,000～
30,000円

未満

30,000～
35,000円

未満

35,000～
40,000円

未満

40,000円
以上

無回答
平均

（円/月）

518 155 75 74 74 41 75 24 27,185.2

31.4% 15.2% 15.0% 15.0% 8.3% 15.2%

5 5 0 0 0 0 0 0 11,499.6

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 ― 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 ― 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2 2 0 0 0 0 0 0 ― 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3 3 0 0 0 0 0 0 ― 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 ― 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 ― 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 ― 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

34 34 0 0 0 0 0 0 11,069

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：土地の価格（実勢価格又は相続税路線価・固定資産税評価額より推計した相当価格）は万円/㎡

累計

戸数

3万円～
5万円未満

1万円～
3万円未満

平成27年

1万円未満

1万円～
3万円未満

3万円～
5万円未満

平成27年

20万円以上

無回答

10万円～
20万円未満

20万円以上

無回答

5万円～
10万円未満

　　　　　　　　　　　保証金
土地の価格

累計

　　　　　　　　　　　月額地代
土地の価格

1万円未満

5万円～
10万円未満

10万円～
20万円未満

12



⑪建物価格

表21　建物価格　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
2,000万円

未満

2,000   ～
2,500万円

未満

2,500   ～
3,000万円

未満

3,000   ～
5,000万円

未満

5,000万円
以上

無回答

630 63 88 61 27 0 391

26.4% 36.8% 25.5% 11.3% 0.0%

5 0 2 1 0 0 2

0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑫周辺の戸建て分譲住宅価格との比較

表22　修正済戸建分譲住宅と定期借地権付一戸建持家との価格比較　（上段：販売単位数、下段：％）

※修正済戸建分譲価格＝周辺相場戸建分譲価格×（定期借地権付戸建敷地面積／周辺相場戸建敷地面積）

（保証金＋権利金＋住宅価格）／（修正済戸建分譲価格）

30％未満
30～40％

未満
40～50％

未満
50～60％

未満
60～70％

未満
70～80％

未満
80％以上 無回答

630 1 3 22 34 28 13 7 522

0.9% 2.8% 20.4% 31.5% 25.9% 12.0% 6.5%

5 0 0 0 2 1 0 0 2 57.7%

0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

（１）－２　一戸建　（土地を借用している場合）

今回のアンケート調査では、平成27年中に定期借地権を活用して土地を借用し

    一戸建を供給した、という回答はなかった。

累計

平成27年

累計

平成27年

合　計
平均
（％）
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（１）－３　一戸建　（その他）
①土地価格に対する年額地代の割合の推移

表23　土地価格に対する年額地代の割合の推移　（上段：販売単位数、下段：％）

0.5％未満
0.5～1.0％

未満
1.0～1.5％

未満
1.5～2.0％

未満
2.0％
以上

無回答

全体 483 7 47 64 38 25 302

3.9% 26.0% 35.4% 21.0% 13.8%

0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 0 1 0 0 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4 1 2 1 0 0 0

25.0% 50.0% 25.0% 0.0% 0.0%

13 1 3 7 0 0 2

9.1% 27.3% 63.6% 0.0% 0.0%

27 1 8 4 1 1 12

6.7% 53.3% 26.7% 6.7% 6.7%

51 0 2 9 7 0 33

0.0% 11.1% 50.0% 38.9% 0.0%

62 1 2 9 5 2 43

5.3% 10.5% 47.4% 26.3% 10.5%

60 0 9 7 2 4 38

0.0% 40.9% 31.8% 9.1% 18.2%

81 1 4 5 6 3 62

5.3% 21.1% 26.3% 31.6% 15.8%

60 0 0 4 4 2 50

0.0% 0.0% 40.0% 40.0% 20.0%

24 1 0 6 1 4 12

8.3% 0.0% 50.0% 8.3% 33.3%

22 0 0 5 7 6 4

0.0% 0.0% 27.8% 38.9% 33.3%

41 0 0 1 1 0 39

0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0%

3 0 1 0 1 0 1

0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0%

1 0 0 0 1 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

15 1 6 2 2 2 2

7.7% 46.2% 15.4% 15.4% 15.4%

16 0 9 4 0 1 2

0.0% 64.3% 28.6% 0.0% 7.1%

5 0 2 3 0 0 0

0.0% 40.0% 60.0% 0.0% 0.0%

2 0 0 0 0 0 2 ―

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：土地を貸付けている場合と借用している場合の合計

注：平成２１～２４年は未実施

平成２７年 1.08%

1.20%

平成２０年

平成２５年

1.57%

平成１１年

平成１２年

平成１３年

－

0.83%

1.03%

平成１８年

｛（地代×１２ヶ月）／（地価×敷地面積）｝

合　計
平均
（％）

平成６年

1.35%

－

0.98%

平成５年

平成７年

1.40%

1.33%

1.26%

平成９年

平成１０年

平成１９年

平成８年

平成２６年 1.07%

無回答

1.00%

1.48%

2.46%

2.39%

1.80%

平成１４年

平成１５年

平成１６年

平成１７年

1.39%

1.26%
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（２）分譲マンション

（２）－１　分譲マンション（土地を貸している場合）

①　権利の種類

表24　権利の種類　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 地上権 賃借権 無回答

1 0 1 0

100.0% 0.0% 100.0%

- - - -

- -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

②借地権の種類　

表25　借地権の種類　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
一般定期
借地権

建物譲渡
特約付
借地権

無回答

1 1 0 0

100.0% 0.0%

- - - -

- -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

③事業の方式

表26　事業の方式　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 代理 転売 転貸 直営 その他 無回答

1 0 0 1 0 0 0

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

- - - - - - -

- - - - -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。
注：複数回答あり

④解体準備金及び無償譲渡特約

表27　解体準備金の有無　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 あり 無し 無回答

1 1 0 0

100.0% 0.0%

- - - -

- -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成２７年

平成２６年

平成２７年

平成２６年

平成２７年

平成２６年

平成２７年

平成２６年
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表28　無償譲渡特約の有無　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 あり 無し 無回答

1 0 1 0

0.0% 100.0%

- - - -

- -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑤専有面積

表29　一戸当たり専有面積　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
70㎡
未満

70～75
㎡未満

75～80
㎡未満

160～200
㎡未満

80～90
㎡未満

90～100
㎡未満

100㎡以上 無回答
平均
(㎡)

1 1 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

- - - - - - - - -

- - - - - - -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑥借地期間　

表30　借地期間　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 50年
50年超

51年未満
51年

51年超
60年未満

60年超 無回答 平均 最長

1 0 0 0 0 1 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

- - - - - - -

- - - - -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑦一時金

表31　一時金の種類　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
保証金
（敷金）

権利金 前払賃料 一時金無し 無回答

1 0 1 0 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

- - - - - -

- - - -

注：件数及び％は無回答を除いた数値である。

注：複数回答

⑧地代

表32　一戸当たり月額地代の分布（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
5,000円

未満

5,000 ～
10,000円

未満

10,000～
15,000円

未満

15,000～
20,000円

未満

20,000～
25,000円

未満

25,000円
以上

無回答
平均

（円/月）

1 1 0 0 0 0 0 0 840

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

- - - - - - - - -

- - - - - -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：複数回答

63年 63年

平成２６年 - -

平成２７年

平成２６年

平成２７年

平成２６年

平成２７年

-

69.4平成２７年

平成２７年

平成２６年

平成２６年
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表33　土地価格に対する年額地代の割合　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 0.5％未満
 0.5～1.0％

未満
 1.0～1.5％

未満
 1.5～2.0％

未満

 2.0～
2.5％％
未満

2.5％以上 無回答
平均
（％）

1 1 0 0 0 0 0 0 0.03

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

- - - - - - - - -

- - - - - -
注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：土地の価格（実勢価格又は相続税路線価・固定資産税評価額より推計した相当価格）は万円/㎡

⑨マンションの価格

表34　定期借地権付分譲マンションとの価格の分布　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
1,000万円

未満

1,000   ～
1,500万円

未満

1,500   ～
2,000万円

未満

2,000   ～
2,500万円

未満

2,500   ～
3,000万円

未満

3,000万円
以上

無回答
平均

（万円）
（％）

1 0 0 0 0 0 1 0 6,050.0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

- - - - - - - - -

- - - - - -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑩周辺の分譲マンションとの比較

表35　分譲マンションと定期借地権付分譲マンションとの価格比較　（上段：販売単位数、下段：％）

（保証金＋権利金＋住宅価格）／（周辺マンション分譲価格）

50％未満
50～60％

未満
60～70％

未満
70～80％

未満
80～90％

未満
90％以上

1 0 0 0 0 1 0 0 81.7

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

- - - - - - - - -

- - - - - -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

（２）－２　分譲マンション　（土地を借用している場合）

今回のアンケート調査では、平成27年中に定期借地権を活用して土地を借用し

     分譲マンションを供給した、という回答はなかった。

平成27年

平成26年

平成27年

平成26年

合　計 無回答
平均
（％）

平成27年

平成26年
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（３）賃貸マンション・アパート　
（３）－１　賃貸マンション・アパート　（土地を貸している場合）
①権利の種類
表36　権利の種類　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 地上権 賃借権 無回答

1 0 1 0

0.0% 100.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

②借地権の種類　
表37　借地権の種類　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
一般定期借地

権
建物譲渡特約

付借地権
無回答

1 1 0

100.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

③敷地面積
表38　敷地面積　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
1000㎡
未満

1000～3000
㎡未満

3000～5000
㎡未満

5000㎡以上 無回答
平均
(㎡)

1 1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

④専用面積
表39　専用面積（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 40㎡未満
40～50㎡

未満
50～55㎡

未満
55～60㎡

未満
60～70㎡

未満
70㎡以上 無回答

平均
（㎡）

1 0 0 0 0 0 0 1 -

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑤借地期間
表40　借地期間（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 50年未満 50年
50年超
60年
未満

60年以上 無回答 平均 最長

1 0 0 1 0 0 51年 52年

0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑥一時金
表41　一時金の種類（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 保証金 権利金 前払地代 併　用 一時金なし 無回答

1 1 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

594.9
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⑦地代
表42　一戸当たり月額地代の分布（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
5,000円

未満

5,000 ～
10,000円

未満

10,000～
15,000円

未満

15,000～
20,000円

未満

20,000～
25,000円

未満

25,000円
以上

無回答
平均

（円/月）

56 10 6 4 3 3 6 24 22,824

31.3% 18.8% 12.5% 9.4% 9.4% 18.8%

1 0 0 0 0 0 1 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑧家賃
表43　一戸当たり家賃（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
50,000円

未満

50,000～
100,000円

未満

100,000～
150,000円

未満

150,000～
200,000円

未満

200,000円
以上

無回答

51 6 5 5 5 1 29

27.3% 22.7% 22.7% 22.7% 4.5%

1 0 1 0 0 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑨共益費
表44　一戸当たり共益費（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
2,500円

未満

2,500～
5,000円
未満

5,000～
7,500円
未満

7,500～
10,000円

未満

10,000円
以上

無回答

52 5 3 3 2 6 33

26.3% 15.8% 15.8% 10.5% 31.6%

1 1 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成２７年

累計

平成２７年

累計

平成２７年

累計
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（３）－２　賃貸マンション・アパート　（土地を借用している場合）

①権利の種類
表45　権利の種類　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 地上権 賃借権 無回答

1 1 0 0

100.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

②借地権の種類　
表46　借地権の種類　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
一般定期借地

権
建物譲渡特約

付借地権
無回答

1 1 0 0

100.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

③敷地面積
表47　敷地面積　（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
1000㎡
未満

1000～3000
㎡未満

3000～5000
㎡未満

5000㎡以上 無回答
平均
(㎡)

1 0 0 1 0 0

0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

④専用面積
表48　専用面積（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 40㎡未満
40～50㎡

未満
50～55㎡

未満
55～60㎡

未満
60～70㎡

未満
70㎡以上 無回答

平均
（㎡）

1 0 0 0 0 0 1 0 75.0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑤借地期間
表49　借地期間（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 50年未満 50年
50年超
60年
未満

60年以上 無回答 平均 最長

1 0 0 1 0 0

0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑥一時金
表50　一時金の種類（上段：販売単位数、下段：％）

合　計 保証金 権利金 前払地代 併　用 一時金なし 無回答

1 0 1 0 0 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

4,816.6

52年 52年
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⑦地代
表51　一戸当たり月額地代の分布（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
5,000円

未満

5,000 ～
10,000円

未満

10,000～
15,000円

未満

15,000～
20,000円

未満

20,000～
25,000円

未満

25,000円
以上

無回答
平均

（円/月）

7 3 0 0 0 0 0 4 -

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 0 0 0 0 0 0 1 -

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑧家賃
表52　一戸当たり家賃（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
50,000円

未満

50,000～
100,000円

未満

100,000～
150,000円

未満

150,000～
200,000円

未満

200,000円
以上

無回答

7 2 0 0 0 0 5

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑨共益費
表53　一戸当たり共益費（上段：販売単位数、下段：％）

合　計
2,500円

未満

2,500～
5,000円
未満

5,000～
7,500円
未満

7,500～
10,000円

未満

10,000円
以上

無回答

7 2 0 0 0 0 5

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成２７年

累計

平成２７年

累計

平成２７年

累計
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（１）土地を貸している場合

①用途別プロジェクト数及び施設数

表54　用途別プロジェクト数及び施設数　（上段：プロジェクト数・施設数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 15 4 22 0 34 2 0 12 1

16.9% 4.5% 24.7% 0.0% 38.2% 2.2% 0.0% 13.5%

91 15 4 23 0 34 2 0 12 1

16.7% 4.4% 25.6% 0.0% 37.8% 2.2% 0.0% 13.3%

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

②権利の種類

表55　権利の種類　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 16 4 22 0 33 2 0 12 1

1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

1.1% 6.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

89 15 4 22 0 33 2 0 12 1

98.9% 93.8% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

③借地権の種類　

表56　借地権の種類　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 15 4 22 0 34 2 0 12 1

15 0 0 0 0 14 0 0 1 0

16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 41.2% 0.0% 0.0% 8.3%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

75 15 4 22 0 20 2 0 11 1

83.3% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 58.8% 100.0% 0.0% 91.7%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

建物譲渡特約付借地権

事業用定期借地権

合計

無回答

３．定期借地権付施設の供給実態

プロジェクト数

施設数

一般定期借地権

合計

地上権

賃借権

無回答
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（参考）　各用途の詳細（括弧内は施設毎の床面積、単位は㎡）　
○工場（870、1,542、2,990、4,908、その他面積不明3件）
○産業団地（面積不明１件）
○物流・倉庫施設等：運送事業の用に供する建物（414）、バイク保管及び事務所敷（1,200）、倉
庫・倉庫等（1,569、25,853）、車両保管場（1,625）、機械倉庫等（4,508）
○エネルギー・通信関連：電気通信用施設（面積不明１件）

工場
(工場、倉庫等）

事務所（18、2,459）、銀行（3,155）、オフィス（オペレーションセンター）（面積不明１件）

教育
（教育、学習関連施設）

学校（20,049、面積不明１件）

オフィス
（オフィス・事務所等）

商業施設（178、180、182、576、950、985、5,409、9,749、10,116、11,633、44,500、面積不明１件）、
コンビニエンスストア（233）、店舗（449）、中古車センター（144）、ホームセンター（1,069、9,800、面
積不明１件）、スーパーマーケット（3,969、4,000、5,069、面積不明１件）、自動車販売店（面積不明
１件）

小売
（卸売・小売業関連施設）

飲食
（飲食店、

宿泊業関連施設）
○保育園・保育所等（348、478、483、497、503、601、643、認可保育所施設（674）、園舎（698）、
740、748、760、777、808、821、835、864、1,131、1,251、面積不明１件）
○医療・介護施設等：医療施設（150、190、1,659、15,089、面積不明１件）、障害者施設（159）、病
院（8,970）
○高齢者用施設等：介護老人福祉施設（2,426）、高齢者施設（3,203）、老人ホーム（4,421、
5,641）、介護施設（5,278）
○福祉施設（1,501、5,685）

医療福祉
（医療福祉関連施設）

庁舎
（庁舎等公共公益施設）

用途無回答１件（733）
無回答

その他

複合商業施設（クラッシュカーミュージアム・自動車展示販売施設・カフェ・レストラン（5,388）、面積
不明３件）、スポーツ施設（面積不明1件）、水泳場（942）、複合施設（5,340）、社員寮（面積不明１
件）、立体駐車場（3,220）、駐車場（11,062）、居住・福祉・医療・飲食・文化・サービス（8,691）、事務
所・宿泊施設・温泉施設・コンベンションホール等（16,172）
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④従前の土地の用途

表57　従前の土地の用途　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 15 4 22 0 34 2 0 12 1

12 0 0 2 0 8 0 0 2 0

13.3% 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 23.5% 0.0% 0.0% 16.7%

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0%

24 0 1 4 0 18 0 0 0 1

26.7% 0.0% 25.0% 18.2% 0.0% 52.9% 0.0% 0.0% 0.0%

4 2 0 2 0 0 0 0 0 0

4.4% 13.3% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

29 7 3 5 0 5 2 0 7 0

32.2% 46.7% 75.0% 22.7% 0.0% 14.7% 100.0% 0.0% 58.3%

20 6 0 9 0 2 0 0 3 0

22.2% 40.0% 0.0% 40.9% 0.0% 5.9% 0.0% 0.0% 25.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑤事業の方式

表58　事業の方式　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 15 4 22 0 34 2 0 12 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4 0 0 3 0 0 0 0 1 0

4.4% 0.0% 0.0% 13.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3%

82 15 4 19 0 30 2 0 11 1

91.1% 100.0% 100.0% 86.4% 0.0% 88.2% 100.0% 0.0% 91.7%

4 0 0 0 0 4 0 0 0 0

4.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 11.8% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：複数回答あり

農地

無回答

合計

空地

その他

合計

住宅用地

直営

その他

代理

学校用地

無回答

転貸

転売

その他の公共公益施設
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⑥敷地面積

表59　敷地面積　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 15 4 22 0 34 2 0 12 1

8 0 1 3 0 4 0 0 0 0

9.1% 0.0% 25.0% 13.6% 0.0% 11.8% 0.0% 0.0% 0.0%

11 0 0 0 0 10 0 0 0 1

12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 29.4% 0.0% 0.0% 0.0%

26 3 1 6 0 14 0 0 2 0

29.5% 23.1% 25.0% 27.3% 0.0% 41.2% 0.0% 0.0% 16.7%

9 3 0 2 0 2 0 0 2 0

10.2% 23.1% 0.0% 9.1% 0.0% 5.9% 0.0% 0.0% 16.7%

12 3 1 3 0 2 1 0 2 0

13.6% 23.1% 25.0% 13.6% 0.0% 5.9% 50.0% 0.0% 16.7%

7 2 0 2 0 1 0 0 2 0

8.0% 15.4% 0.0% 9.1% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 16.7%

11 1 0 5 0 1 1 0 3 0

12.5% 7.7% 0.0% 22.7% 0.0% 2.9% 50.0% 0.0% 25.0%

4 1 1 1 0 0 0 0 1 0

4.5% 7.7% 25.0% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3%

2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

9,067.1 10,409.8 17,450.3 13,544.7 - 2,702.9 11,966.3 - 14,852.0 -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑦延床面積

表60　延床面積　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 15 4 22 0 34 2 0 12 1

14 1 1 5 0 7 0 0 0 0

19.7% 10.0% 33.3% 29.4% 0.0% 21.9% 0.0% 0.0% 0.0%

18 1 0 2 0 13 0 0 1 1

25.4% 10.0% 0.0% 11.8% 0.0% 40.6% 0.0% 0.0% 14.3%

11 5 1 1 0 4 0 0 0 0

15.5% 50.0% 33.3% 5.9% 0.0% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0%

7 2 1 2 0 2 0 0 0 0

9.9% 20.0% 33.3% 11.8% 0.0% 6.3% 0.0% 0.0% 0.0%

12 0 0 4 0 5 0 0 3 0

16.9% 0.0% 0.0% 23.5% 0.0% 15.6% 0.0% 0.0% 42.9%

9 1 0 3 0 1 1 0 3 0

12.7% 10.0% 0.0% 17.6% 0.0% 3.1% 100.0% 0.0% 42.9%

19 5 1 5 0 2 1 0 5 0

4,505.1 4,547.9 1,877.4 6,656.6 - 2,265.2 20,048.9 - 8,933.9 -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

無回答

1000～3000㎡未満

500㎡未満

3000～5000㎡未満

5000～10000㎡未満

10000㎡以上

平均(㎡)

500㎡未満

15000～30000㎡未満

5000～10000㎡未満

無回答

500～1000㎡未満

30000㎡以上

10000～15000㎡未満

合計

500～1000㎡未満

合計

1000～3000㎡未満

3000～5000㎡未満

平均(㎡)
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⑧借地期間

表61　借地期間　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 15 4 22 0 34 2 0 12 1

4 1 1 1 0 0 0 0 0 1

4.5% 7.1% 25.0% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4 3 0 0 0 1 0 0 0 0

4.5% 21.4% 0.0% 0.0% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0%

3 1 0 1 0 1 0 0 0 0

3.4% 7.1% 0.0% 4.5% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0%

1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

1.1% 0.0% 0.0% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

17 6 0 8 0 3 0 0 0 0

19.1% 42.9% 0.0% 36.4% 0.0% 8.8% 0.0% 0.0% 0.0%

45 3 3 11 0 15 2 0 11 0

50.6% 21.4% 75.0% 50.0% 0.0% 44.1% 100.0% 0.0% 91.7%

15 0 0 0 0 14 0 0 1 0

16.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 41.2% 0.0% 0.0% 8.3%

1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

表62　借地期間　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計
一般定期
借地権

建物譲渡特
約付借地権

事業用定期
借地権 無回答

90 15 0 75 0

4 0 0 4 0

4.5% 0.0% 0.0% 5.4% 0.0

4 0 0 4 0

4.5% 0.0% 0.0% 5.4% 0.0

3 0 0 3 0

3.4% 0.0% 0.0% 4.1% 0.0

1 0 0 1 0

1.1% 0.0% 0.0% 1.4% 0.0

17 0 0 17 0

19.1% 0.0% 0.0% 23.0% 0.0

45 0 0 45 0

50.6% 0.0% 0.0% 60.8% 0.0

15 15 0 0 0

16.9% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0

1 0 0 1 0

29年8ヶ月 51年7ヶ月 - 25年3ヶ月

60年0ヶ月 60年0ヶ月 - 49年11ヶ月

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

15年

50年以上

10年超15年未満

15年超20年未満

無回答

平均

20年超50年未満

無回答

20年

20年超50年未満

50年以上

10年超15年未満

15年

合計

10年

最長

15年超20年未満

20年

合計

10年
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⑨一時金

表63　一時金　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 15 4 22 0 34 2 0 12 1

73 11 4 17 0 27 2 0 11 1

82.0% 78.6% 100.0% 77.3% 0.0% 79.4% 100.0% 0.0% 91.7% 100.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

16 3 0 5 0 7 0 0 1 0

18.0% 21.4% 0.0% 22.7% 0.0% 20.6% 0.0% 0.0% 8.3% 0.0%

1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

表64　土地の価格別保証金　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計
 500万円

未満

500～
1000万円

未満

1000～
3000万円

未満

3000～
5000万円

未満

5000～
10000万円

未満

10000万円
以上

無回答
平均

（万円）

90 42 7 12 3 4 5 17

57.5% 9.6% 16.4% 4.1% 5.5% 6.8%

4 3 1 0 0 0 0 0

75.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

9 4 1 1 0 1 1 1

50.0% 12.5% 12.5% 0.0% 12.5% 12.5%

10 3 0 2 1 1 0 3

42.9% 0.0% 28.6% 14.3% 14.3% 0.0%

8 4 1 0 0 0 1 2

66.7% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7%

17 10 0 2 0 2 2 1

62.5% 0.0% 12.5% 0.0% 12.5% 12.5%

13 5 3 2 1 0 0 2

45.5% 27.3% 18.2% 9.1% 0.0% 0.0%

3 0 0 1 0 0 0 2

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

26 13 1 4 1 0 1 6

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：土地の価格（実勢価格又は相続税路線価・固定資産税評価額より推計した相当価格）は万円/㎡

保証金＋前払賃料

保証金（敷金）

保証金＋権利金

－

－

－

－

－

2,008.2

－

－

－

合計

無回答

50万円以上

3万円～
5万円未満

権利金

一時金無し

無回答

前払賃料

20万円～
50万円

合計

　　　　　　　　　　　保証金
土地の価格

1万円未満

10万円～
20万円未満

5万円～
10万円未満

1万円～
3万円未満
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表65　保証金　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 15 4 22 0 34 2 0 12 1

42 6 1 8 0 22 1 0 3 1

57.5% 42.9% 50.0% 50.0% 0.0% 78.6% 50.0% 0.0% 30.0% 0.0

6 2 0 1 0 2 0 0 1 0

8.2% 14.3% 0.0% 6.3% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 10.0% 0.0

13 4 1 3 0 3 0 0 2 0

17.8% 28.6% 50.0% 18.8% 0.0% 10.7% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0

3 1 0 1 0 1 0 0 0 0

4.1% 7.1% 0.0% 6.3% 0.0% 3.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0

4 0 0 3 0 0 0 0 1 0

5.5% 0.0% 0.0% 18.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 10.0% 0.0

5 1 0 0 0 0 1 0 3 0

6.8% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 30.0% 0.0

17 1 2 6 0 6 0 0 2 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

表66　前払い賃料（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 15 4 22 0 34 2 0 12 1

90 15 4 22 0 34 2 0 12 1

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - - -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

457.05,511.3

200～300万円未満

1000万円～3000万円未満

3000万円～5000万円未満

なし

合計

550.0 9,224.0 -2,008.2

300～500万円未満

無回答

500万円未満

平均（万円）

500～1000万円未満

100～200万円未満

500万円以上

平均（万円）

10000万円以上

1,918.9 558.5 1,825.1 -

100万円未満

無回答

合計

5000万円～10000万円未満
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⑩地代

表67　土地の価格別月額地代　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計
 1万円
未満

1～
10万円
未満

10～
50万円
未満

50～
100万円

未満

100万円
以上

無回答
平均

（万円）

90 1 10 33 10 20 16 87.6

1.4% 13.5% 44.6% 13.5% 27.0%

4 1 2 1 0 0 0

25.0% 50.0% 25.0% 0.0% 0.0%

9 0 0 5 1 3 0

0.0% 0.0% 55.6% 11.1% 33.3%

10 0 3 3 0 2 2

0.0% 37.5% 37.5% 0.0% 25.0%

8 0 0 2 0 3 3

0.0% 0.0% 40.0% 0.0% 60.0%

17 0 0 10 2 5 0

0.0% 0.0% 58.8% 11.8% 29.4%

13 0 0 7 2 3 1

0.0% 0.0% 58.3% 16.7% 25.0%

3 0 0 1 1 0 1

0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0%

26 0 5 4 4 4 9

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：土地の価格（実勢価格又は相続税路線価・固定資産税評価額より推計した相当価格）は万円/㎡

表68　月額地代　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 15 4 22 0 34 2 0 12 1

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

1.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.4% 0.0% 0.0% 0.0%

10 2 1 1 0 4 0 0 1 1

13.5% 14.3% 25.0% 7.7% 0.0% 13.8% 0.0% 0.0% 9.1%

33 6 2 2 0 21 0 0 2 0

44.6% 42.9% 50.0% 15.4% 0.0% 72.4% 0.0% 0.0% 18.2%

10 3 1 2 0 2 0 0 2 0

13.5% 21.4% 25.0% 15.4% 0.0% 6.9% 0.0% 0.0% 18.2%

20 3 0 8 0 1 2 0 6 0

27.0% 21.4% 0.0% 61.5% 0.0% 3.4% 100.0% 0.0% 54.5%

16 1 0 9 0 5 0 0 1 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

97.4 40.8 289.9 - 28.7 311.0 - 209.0 4.3

－

3万円～
5万円未満

－

1万円未満 －

1万円～
3万円未満

5万円～
10万円未満

－

平均（万円）

－

　　　　　　　　　　　月額地代
土地の価格

合計

－

10万円～
20万円未満

－

50万円以上

－

20万円～
50万円

1～10万円未満

121.1

50万円～100万円未満

100万円以上

無回答

10万円～50万円未満

合計

無回答

1万円未満
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表69　土地の価格別１００㎡当たりの月額地代（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計
5,000円
未満

5,000 ～
10,000円

未満

10,000～
15,000円

未満

15,000～
20,000円

未満

20,000～
25,000円

未満

25,000円
以上

無回答
平均

（円/月）

90 16 10 6 12 1 28 17

21.9% 13.7% 8.2% 16.4% 1.4% 38.4%

4 4 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

9 3 4 1 1 0 0 0

33.3% 44.4% 11.1% 11.1% 0.0% 0.0%

10 3 2 2 1 0 0 2

37.5% 25.0% 25.0% 12.5% 0.0% 0.0%

8 0 1 2 1 0 1 3

0.0% 20.0% 40.0% 20.0% 0.0% 20.0%

17 0 1 0 5 0 11 0

0.0% 5.9% 0.0% 29.4% 0.0% 64.7%

13 0 0 1 3 0 8 1

0.0% 0.0% 8.3% 25.0% 0.0% 66.7%

3 0 0 0 0 0 2 1

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

26 6 2 0 1 1 6 10

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：土地の価格（実勢価格又は相続税路線価・固定資産税評価額より推計した相当価格）は万円/㎡

表70　１００㎡当たりの月額地代（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

90 15 4 22 0 34 2 0 10 3

16 3 2 3 0 5 0 0 3 0

21.9% 23.1% 50.0% 23.1% 0.0% 17.2% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0

10 5 1 1 0 1 0 0 1 1

13.7% 38.5% 25.0% 7.7% 0.0% 3.4% 0.0% 0.0% 11.1% 0.0

6 2 0 2 0 1 1 0 0 0

8.2% 15.4% 0.0% 15.4% 0.0% 3.4% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0

12 0 0 1 0 9 0 0 0 2

16.4% 0.0% 0.0% 7.7% 0.0% 31.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

1.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0

28 3 1 6 0 12 1 0 5 0

38.4% 23.1% 25.0% 46.2% 0.0% 41.4% 50.0% 0.0% 55.6% 0.0

17 2 0 9 0 5 0 0 1 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

3万円～
5万円未満

20万円～
50万円未満

5,873.4

－

－

－

25,265.4

－

－

－

－

－

13,187.2 24,024.9 41,593.4 22,912.3 - 19,421.9

10,000 ～15,000円未満

平均（円） 24,428.6

15,000 ～20,000円未満

20,000 ～25,000円未満

5万円～
10万円未満

10万円～
20万円未満

無回答

25,000円以上

5,000円未満

5,000 ～10,000円未満

50万円以上

無回答

合計

- 24,472.5

1万円未満

　　　　　　　　　　　月額地代
土地の価格

全体

1万円～
3万円未満
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①用途別プロジェクト数及び施設数
表71　用途別プロジェクト数及び施設数　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

8 1 0 0 0 6 0 0 1 0

12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 75.0% 0.0% 0.0% 12.5%

8 1 0 0 0 6 0 0 1 0

12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 75.0% 0.0% 0.0% 12.5%

②権利の種類

表72　権利の種類　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

8 1 0 0 0 6 0 0 1 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

8 1 0 0 0 6 0 0 1 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

③借地権の種類　
表73　借地権の種類　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

8 1 0 0 0 6 0 0 1 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

8 1 0 0 0 6 0 0 1 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

合計

地上権

賃借権

無回答

プロジェクト数

施設数

建物譲渡特約付借地権

合計

一般定期借地権

事業用定期借地権

無回答

（２）土地を借りている場合
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（参考）　各用途の詳細（括弧内は施設毎の床面積、単位は㎡）

倉庫（1,281）

オフィス
（オフィス等）

小売
（卸売・小売業関連施設）

その他 観光施設（記念館）（135）

医療福祉
（医療福祉関連施設）

医療施設（診療所）（560）、保育所（99、315、574、1,131、1,997）

教育
（教育、学習関連施設）

工場
(工場、倉庫等）

飲食
（飲食店、宿泊業関連施

設）

庁舎
（庁舎等公共公益施設）
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④敷地面積
表74　敷地面積　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

8 1 0 0 0 6 0 0 1 0

4 0 0 0 0 3 0 0 1 0

50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0%

3 1 0 0 0 2 0 0 0 0

37.5% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,059 1,111 - - - 1,161 - - 382 -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑤借地期間
表75　借地期間　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

8 1 0 0 0 6 0 0 1 0

1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

12.5% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4 0 0 0 0 4 0 0 0 0

50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0%

2 0 0 0 0 1 0 0 1 0

25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 100.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

3000～5000㎡未満

無回答

5000～10000㎡未満

500㎡未満

合計

10000～15000㎡未満

500～1000㎡未満

30000㎡以上

1000～3000㎡未満

平均(㎡)

合計

10年

無回答

15年超20年未満

20年

20年超50年未満

10年超15年未満

15年

50年以上

15000～30000㎡未満
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表76　借地期間　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計
一般定期
借地権

建物譲渡
特約付借

地権

事業用定
期借地権

無回答

8 0 0 8 0

1 0 0 1 0

12.5% 0.0% 0.0% 12.5%

1 0 0 1 0

12.5% 0.0% 0.0% 12.5%

0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4 0 0 4 0

50.0% 0.0% 0.0% 50.0%

2 0 0 2 0

25.0% 0.0% 0.0% 25.0%

0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0

20年1ヶ月 - - 20年1ヶ月 -

30年0ヶ月 - - 30年0ヶ月 -

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

⑥事業の方式
表77　事業の方式　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

8 1 0 0 0 6 0 0 1 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

5 0 0 0 0 5 0 0 0 0

62.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 83.3% 0.0% 0.0% 0.0%

2 1 0 0 0 0 0 0 1 0

25.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

代理

転貸

10年

無回答

合計

転売

無回答

15年超20年未満

最長

10年超15年未満

15年

50年以上

合計

20年

その他

直営

20年超50年未満

平均
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⑦一時金
表78　一時金　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

8 1 0 0 0 6 0 0 1 0

1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

12.5% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0

7 0 0 0 0 6 0 0 1 0

87.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑧地代
表79　月額地代　（上段：プロジェクト数、下段：％）

合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

8 1 0 0 0 6 0 0 1 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2 0 0 0 0 2 0 0 0 0

33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3 0 0 0 0 2 0 0 1 0

50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

16.7% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2 0 0 0 0 2 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

表80　１００㎡当たりの月額地代（上段：プロジェクト数、下段：％）
合　計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

8 1 0 0 0 6 0 0 1 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0

4 0 0 0 0 4 0 0 0 0

66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0

2 1 0 0 0 0 0 0 1 0

33.3% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0

2 0 0 0 0 2 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

- 18.0 -

88,500.0 - - - 4,774.9 - - 45,950.0 -

92.3 - 20.0 - 10.0 -26.0

10万円～50万円未満

平均（万円）

50万円～100万円未満

100万円以上

無回答

合計

保証金（敷金）

20,387.4

前払賃料

平均（円）

一時金無し

無回答

無回答

25,000円以上

5,000 ～10,000円未満

権利金

15,000 ～20,000円未満

20,000 ～25,000円未満

合計

5,000円未満

1万円未満

1～10万円未満

10,000 ～15,000円未満

合計
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Ⅳ 参考資料（調査票） 

 

平成２８年１月 

公的主体担当者 様 

国土交通省 土地・建設産業局 不動産市場整備課 

 

 

平成 2７年 公的主体における定期借地権の活用実態に関する 

アンケート調査へのご協力のお願い 

 

拝啓 

 平素より国土交通行政に格別のご高配を賜りまして、厚く御礼申し上げます。 

 国土交通省土地・建設産業局不動産市場整備課では、土地の有効活用の促進に努めており、

定期借地権制度の円滑な普及・活用を図るため、公的主体における定期借地権の活用実態に

関するアンケート調査を実施し、その活用をさらに促進する施策の検討に活用させていただ

きたいと考えております。 

つきましては、お忙しいところ誠に恐縮ではございますが、アンケート調査票をお送りさ

せていただきますので、ご回答下さいますよう、ご協力のほどよろしくお願い申し上げます。 

ご回答いただいた内容は、全て統計的に処理し、本調査の目的外での使用や個別の回答内

容を公表することはございません。 

なお、本調査の事務作業は、一般財団法人都市農地活用支援センターに委託しております。 

敬具 

                                          

＜調査内容、回答方法等＞ 

 

１．調査依頼先 

（１）地方公共団体（全都道府県及び全市町村） 

（２）地方住宅供給公社等（全国住宅供給公社等連合会の正会員及び準正会員） 

（３）土地開発公社（都道府県及び政令指定都市の管下のみ） 

（４）独立行政法人都市再生機構 
 

２．調査内容 

平成２７年１月から平成２７年１２月末（１年間）までの期間における定期借地権の活

用の事例の有無及びその事例概要について調査します。 

※本調査における「活用」とは、公有地を民間事業者等に貸し付けること及び民有地等を借

地して公的施設を整備すること（ＰＦＩを含む）をいいます。このため、本調査の対象は、

①貴団体が保有している公有地を貸し付けた事例及び②貴団体が民有地等を借地して貴

団体が施設を整備した事例です。 

※平成２７年に当該土地において住宅の販売又は入居者募集を開始し、或いは施設をオープ

ンした事例について回答してください。平成２７年に定期借地権設定契約の締結のみ行っ

た場合は対象外です。 

 

 

 

～平成 26年 12月 平成 27年 1月          ～        平成 27年 12

月 

平成 28年 1月～ 

調査対象外 調査対象 調査対象外 
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３．調査票の内容及び回答方法等 

（１）調査票について 

・調査票は、以下の調査票Ａ から 調査票Ｅまであります。 
 

調査票Ａ・・・定期借地権の活用事例の有無に関する調査 

調査票Ｂ・・・用途別調査（一戸建） 

調査票Ｃ・・・用途別調査（分譲マンション） 

調査票Ｄ・・・用途別調査（賃貸マンション・アパート） 

調査票Ｅ・・・用途別調査（施設（住宅を併設した複合施設を含む）） 
 

・調査票Ａは、全ての方が回答対象です。活用事例の無い場合もご回答下さい。 

・活用事例がある場合、建物の用途に応じ調査票Ｂ～調査票Ｅを選んでご回答願います。 

（２）回答・返信方法 

以下の中から選んでご回答・いただきますよう、お願い致します。 

①同封の調査票に記入いただき、ＦＡＸ若しくはＥ-ｍａｉｌで返信していただく方法 

②ホームページより調査票の電子データ（Microsoft Excel）をダウンロードし、記入

いただき、Ｅ-ｍａｉｌで返信していただく方法 

③ホームページの入力フォームにアクセスし、web 上で記入・送信していただく方法 

※ 返信先、ホームページへのアクセス先は下記、「５．返信先・問合せ先〈事務作業委託

先〉」をご覧ください。ホームページから調査票の電子データのダウンロードしたり、

入力フォームにアクセスしたりするためのパスワードは_________ です。 
 

（３）関連部署への照会のお願い 

本調査は、原則として管財部局に送付しておりますが、必要に応じ、市民、福祉、住

宅、産業振興、教育施設等の部署にもご照会の上、ご回答下さい。 

【政令指定都市以外の市町村のご担当者様】（管下の土地開発公社への照会のお願い） 

政令指定都市以外の市町村管下の土地開発公社に対しても、同様の要領にて定期借

地権の活用実績の有無を確認し、活用事例がある場合は、当該土地開発公社の実績と

してご回答頂きますよう、よろしくお願いいたします。 

（４）活用事例に関する資料の提供のお願い 

ご回答いただきました活用事例に関するチラシ、パンフレット等がございましたら、

ご送付いただければ幸いです。送料は受取人払いでお願いいたします。 
    
４．回答期限   平成２８年２月５日（金） 
  
５．返信先・問合せ先〈事務作業委託先〉 

  一般財団法人 都市農地活用支援センター （担当：小谷、佐藤） 

TEL：03-5823-4830  FAX：03-5823-4831  E-mail：teishaku＠tosinouti.or.jp 

ホームページアドレス： http://www.tosinouti.or.jp/ 

〒101-0032 東京都千代田区岩本町 3-9-13 岩本町寿共同ビル 4F  
 

６．ご参考 

・過去の定期借地権に関する調査結果の概要は、国土交通省のホームページで閲覧できま

す（ http://tochi.mlit.go.jp/shoyuu-riyou/teikishakuchiken-kyokyujittai ）。 

・定期借地権制度の説明については、参考資料１をご参照ください。 
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